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1. 講演（13:30～14：30） 

「『新型インフルエンザ等対策特措法』施行を前に～海外勤務者の安全・衛生のために～」  

 演者 川崎市衛生研究所長 岡部 信彦 

  座長 大阪労災病院 勤労者予防医療センター 相談指導部長 久保田 昌詞 

 

2. シンポジウム (14:40～16:40) 

  「海外勤務者の危機管理～新型インフルエンサ対策を例として～」 

  シンポジスト 

 「『海外派遣企業での新型インフルエンザ対策ガイドライン』の経緯と現状」  

  トラベルクリニック新横浜 院長 古賀 才博  

「2009年のパンデミックを振り返って(企業における対策の課題)」  

  EMGマーケティンク合同会社 医務産業衛生部長 鈴木 英孝  

「在留邦人への新型インフルエンザ対策：在インドネシア日本大使館の取り組み」  

  柿添病院付属中野診療所所長（前外務省医務官） 高橋 厚  

 

  座長 全日本空輸(株)運航本部東京乗員健康管理センター 主席産業医 五味 秀穂 

  東京医科大学病院 渡航者医療センター 教授 濱田 篤郎 

 

 

カリキュラム： 日本医師会認定産業医制度 生涯研修（専門研修）３単位 

  産業看護実力アップコース単位認定 ２単位（ Ⅲ-１-(3)，Ⅳ-3-(1) 各１単位） 

 



海外勤務者健康管理研修会	 

新型インフルエンザ等特別措置法をめぐって	 

‐海外勤務者の安全・衛生のために‐	 

	 

その背景	 

岡部信彦	 川崎市衛生研究所・所長	 

	 

今回の新型インフルエンザと称されたパンデミックが終了したことによって

今後のパンデミック発生の可能性が消え去ったわけではない。スペイン型イン

フルエンザ等が発生し、やがて落ち着いて季節性インフルエンザになった時と

同様、インフルエンザのサイクルが振り出しに戻ったに過ぎないと言えるであ

ろう。新たな新型インフルエンザは、H5N1 などの鳥インフルエンザウイルイス

の変化か、今回のようなブタインフルエンザウイルスからの変化か、あるいは

別のルートがあるのか、人と動物のインフルエンザのモニタリング、そして通

常のインフルエンザ対策はさらに重要となっており、最近では米国においてブ

タインフルエンザウイルスH3N2の変異ウイルスのヒト感染例の増加が話題にな

っている。	 

WHO は、今後も起こり得るパンデミックに対して、基本的能力(core	 capacity)

の強化、パンデミック準備ガイドラインの改訂、ワクチンの配分と輸送の強化

などが必要である、としている。現在、ワクチン製造のためのウイルス株の共

有とウイルス株提供国の利益の確保、発展途上国へのパンデミックインフルエ

ンザワクチン・抗インフルエンザ薬の提供、その他新型インフルエンザ対策、

およびそのための資金の確保、などについて議論が進められている。	 

わが国では2010年4月に新型インフルエンザ対策総括委員会が設置され、2010

年6月に報告書が提出された。これに基づいた形で新たな新型インフルエンザに

対する行動計画案が新型インフルエンザ専門家会議で議論され、2011年9月政府

案として閣議決定された。ウイルスの病原性・感染力等に応じた柔軟な対策を

迅速・合理的に実施できるよう行動計画の運用の弾力化を図ること、地域の状

況に応じた対策の必要性などが明示されている。加えて「新型インフルエンザ

等対策特別措置法」が制定された。これには国・地方公共団体・指定（地方）

公共機関のほか、事業者および国民の責務、基本的人権の尊重（必要最小限の

制限）などが示され、区域・期間の設定をしたうえでの緊急事態の措置が行え

ることが示されているが、これらの実施には、科学的な根拠となるデーターを

明確にし、専門家や現場の意見を尊重すること、人権が過度に制限されないよ

うにすること、など専門会議の意見を踏まえた付帯事項が衆参両院で決議され

ている点も重要である。	 



	 演者は、新型インフルエンザ等対策有識者会議の委員および同会議の「医療・

公衆衛生に関する分科会」の分科会長として参加しているので、新たなインフ

ルエンザ等に対する対策の動き、背景などのついてご紹介申し上げる予定であ

る。	 

	 以下は当日発表予定内容のファイルの一部である。	 
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•  新型インフルエンザ	

　   Novel influenza, New influenza 

•  ブタ(由来)インフルエンザ	

　   Swine influenza, Swine originated 
influenza (OIV) 

•  パンデミックインフルエンザ 2009 
     Pandemic influenza A/H1N1 2009 
　　 Influenza A/H1N1 pdm 09 

•  季節性インフルエンザ	

　　　A/H3N2 （香港型）	

　　　A/H1N1（ソ連型） 
　　　→　A/H1N1 pdm 09 
　　　B （Yamagata, Victoria) 

•  新型インフルエンザ	

　　さらなる新しい亜型のインフルエンザ	

　　　H5N1　・・・・・・？	



2 

季節性インフルエンザに比し�
�約4-5ヶ月間早い流行�
�患者数は季節性を上回る�
�ピークは低い、幅広い流行�
�となった。�

１．感染拡大を可能な限り抑制し、健康被害を最小限にとどめる。 
２．社会・経済を破綻に至らせない。	

＜対策の効果　概念図＞	

新型インフルエンザ等対策の基本方針	

⇒迅速な対策のための明確な体制を構築する。	

2	
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米国	 カナダ	 メキシコ	 豪州	 英国	 フランス	 ＮＺ	 日本	

集計日	 2/13 3/13 3/12 3/12 3/14 3/16 3/21 3/23 

死亡数	
推計	

12,000 429 1,111 191 457 309 20 198 

人口10 万対	
死亡率	 (3.96) 1.32 1.05 0.93 0.76 0.50 0.48 0.15 

新型インフルエンザによる死亡率の各国比較	

出典：各国政府・WHOホームページから厚生労働省で作成	

※尚、各国の死亡数に関してはそれぞれ定義が異なり、一義的に比較対象とならないことに留意が必要。	

5	

日本呼吸器療法学会 
新型インフルエンザ人工呼吸器装着例登録	

•  2010.1.22まで           88例　（2-83歳 －中央値10歳）	
•  死亡　     　　            13例　	
                 　15歳未満　 1/48 
                　 15歳以上　12/38 

　　成人　　　　　　　    　38例	
　　  　妊婦　　          　      0 
　　 　 BMI  25以上      　 16  (生存12  死亡4) 
　　　　　　　 25以下          5   (生存 5  死亡1) 
　　　* 妊婦、肥満は死亡の危険因子とはなっていない	
　　　　　　　　　　　　　　　－成育医療センター　中川　聡先生	

　厚生労働省	
　　　報告のあった死亡者203例中に妊婦例なし	
　日本小児科学会	
　　　新生児死亡例、NICU管理例はなかった	
　　　早産例が多かった	
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報告数推移と重症例報告件数	

総報告数	 

–  2008-09年：72760件(第39-18週)	 
–  2009-10年：86250件(第27-05週)	 

重症例	 

–  2008-09年：　１６件	 
•  0.22/1000件	 

–  2009-10年：１５７件	 
•  1.80/1000件	 

•  最多報告週	 
–  2008年：第4週	 -	 10074件	 
–  2009年：第48週-	 	 8465件	 

•  2009-2010年シーズンには重症と報告
された症例が多い。	 

	 -	 西藤ら　MLインフルエンザ流行前線情
報 データーベース 	

重症鋳型気管支炎(肺炎) 
Plastic Bronchitis 

秋田小児科ML 提供�
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自治体別発生状況(n=1343＊) 
 ＊7月2日現在厚労省把握分の1428例中発症日と自治体が把握できた症例	
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神奈川
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愛知県	

福岡県	 東京都	

埼玉県	

群馬県	

岐阜県	
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広範な学校閉鎖	
4,200校（65万人の休校、休園）	
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日本国内の感染クラスター（micro-clade）の感染拡大の様相�

Shiino T, Okabe N et al: PLoS ONE 5(6): e11057.doi:10.1371/journal.pone.

0011057 �

成田例	

関西例	

日本の新型インフルエンザ	

•  皆が知っていて注意をした	

•  個人衛生レベルが高い	

•  医療機関への受診が容易	

•  医療費が安い	

•  多くの人が結局まじめに取り組んだ・・・・	

•  通常の医療体制の延長では危機管理とし
ての対応が出来ない、　　　　　　　　　　　　　　　　　　
と言う認識を各方面が持つべき	
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新型インフルエンザ（A/H1N1）対策総括会議報告書(議長　金澤一郎）　 
平成22年6月10日	

・新型インフルエンザ発生時の行動計画、ガイドラインは用意されていたが病
原性の高い鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）を念頭に置いたものであったこと	

・行動計画・ガイドラインは、突然大規模な集団発生が起こる状況に対する具
体的な提示が乏しかったこと	

・平成21年2月のガイドラインの改訂から間もない時期に発生したことから、検
疫の実施体制など、ガイドラインに基づく対策実施方法について、国及び地方
自治体において、事前の準備や調整が十分でなかったこと	

・パンデミックワクチンの供給については、国内生産体制の強化を始めたばか
りであり、一度に大量のワクチンを供給できなかったこと	

　病原性がそれ程高くない新型インフルエンザに対応して臨時にワクチン接種
を行う法的枠組みが整備されていなかったこと	

総論的事項（１）	

１．行動計画の対象の明確化 
　○　行動計画が対象とする新型インフルエンザについては、発生し
たウイルスによって、病原性・感染力等は様々な場合が想定される 

２．行動計画の運用の弾力化 
○　対象となる新型インフルエンザの多様性を踏まえ、対策も多様 

○　ウイルスの特徴（病原性・感染力等）に関する情報が得られ
次第、その程度等に応じ、実施すべき対策を決定 

３．意思決定システムの明確化 
○　政府対策本部、厚生労働省対策本部、新型インフルエンザ専
門家会議といった政府の意思決定に関わる組織を整理　 

旧行動計画は、病原性の高い新型インフルエンザのみを想定した内容と
なっているが、2009年度の経験を踏まえて、ウイルスの病原性・感染力等
に応じた柔軟な対策を迅速・合理的に実施できるよう、以下のように見直す。�
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総論的事項（２）	

４．地域の状況に応じた対策の必要性 
○　地方自治体が中心となって実施する医療提供体制確保、 
　　感染拡大防止等に関して、地域の状況に応じて判断を 
　　行い対策を推進 

○　国レベルでの発生段階に加えて、地域（都道府県） 
　　レベルでの発生段階を新たに設置 
　　　　　・地域未発生期 
　　　　・地域発生早期 
　　　　・地域感染期 

•  新型インフルエンザ対策専門家会議	

　　　ガイドライン見直しにかかる意見書	

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成24年2月1日公表） 

•  新型インフルエンザ対策のための法制 
（内閣官房） 

　　公布：平成24（2012）年5月11日 

•  行動計画・ガイドライン見直し	
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「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」 
新型インフルエンザ等（国民の生命・健康に著しく重大な被害を与えるおそれがあるものに限る）が国内で発生し、全国的かつ急速なまん延 

により、国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがあると認められるとき	

①　外出自粛要請、興行場、催物等の制限等の要請・指示（潜伏期間、治癒するまでの期間等を考慮）	
②　住民に対する予防接種の実施（国による必要な財政負担）	
③　医療提供体制の確保（臨時の医療施設等）	
④　緊急物資の運送の要請・指示	
⑤　政令で定める特定物資の売渡しの要請・収用	
⑥　埋葬・火葬の特例	
⑦　生活関連物資等の価格の安定（国民生活安定緊急措置法等の的確な運用）	
⑧　行政上の申請期限の延長等	
⑨　政府関係金融機関等による融資　　　　　　　　　　　　　等	

新型インフルエンザ及び全国的かつ急速なまん延のおそれのある新感染症に対する対策の強化を
図り、国民の生命及び健康を保護し、国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるようにする。	 

２．「新型インフルエンザ等緊急事態」発生の際の措置	

○　施行期日：公布の日(平成24年5月11日)から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日 

～危機管理としての新型インフルエンザ及び全国的かつ急速なまん延のおそれのある新感染症対策のために～	

新型インフルエンザ等対策特別措置法について	

（１）行動計画等の作成	
　　①　国、地方公共団体の行動計画の作成、物資・資材の備蓄、訓練、国民への知識の普及	
　　②　指定公共機関（医療、医薬品・医療機器の製造・販売、電力、ガス、輸送等を営む法人）の指定・業務計画の作成	

（２）権利に制限が加えられるときであっても、当該制限は必要最小限のものとすること	
（３）発生時に国、都道府県の対策本部を設置、新型インフルエンザ等緊急事態に市町村の対策本部を設置	
（４）発生時における特定接種（登録事業者(※)の従業員等に対する先行的予防接種）の実施	
　　  ※医療提供業務又は国民生活・国民経済の安定に寄与する業務を行う事業者であって、厚生労働大臣の定めるところにより 
　　　    厚生労働大臣の登録を受けているもの	

（５）海外発生時の水際対策の的確な実施	

１．体制整備等	

3	

新型インフルエンザ等対策特別措置法について 

　危機管理としての新型インフルエンザ及び全国
的かつ急速なまん延のおそれのある新感染症対
策のために 

　「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」	

　新型インフルエンザ等（国民の生命・健康に著し
く重大な被害を与えるおそれがあるものに限る）
が国内で発生し、全国的かつ急速なまん延により
、国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼす
おそれがあると認められるとき	
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　外出自粛、催物の開催の制限の要請等 
　住民への予防接種 
　臨時の医療施設における医療提供　等	

　　　　行動計画に基づき、基本的対処方針策定 
　　　　検疫の実施、特定接種の実施等	

第一段階　海外で発生（病原性が不明な段階）	

新 型 イ ン フ ル エ ン ザ 発 生	

政府対策本部立ち上げ	

第二段階　病原性も明らかになってくる。国内に侵入	

病原性等が強いおそれがある場合	 左 記 以 外	

緊急事態宣言	
　本部のみ継続	

緊急事態宣言終了	

本部の廃止	

新型インフルエンザ等対策特別措置法が想定している一般的経過例	

4	

○　新型インフルエンザ等（新型インフルエンザ及び新感染症。以下同じ）が発生したときは、自ら対策
を的確かつ迅速に実施し、並びに地方公共団体及び指定公共機関が実施する対策を的確かつ迅速に
支援することにより、国全体として万全の態勢を整備すること。	
○　新型インフルエンザ等及びワクチンその他の医薬品の調査及び研究を推進するよう努めること。	
○　世界保健機関その他の国際機関及びアジア諸国等との国際的な連携を確保するとともに、調査及
び研究に係る国際協力を推進するよう努めること。	

国の責務	

○　地方公共団体は、新型インフルエンザ等が発生したときは、基本的対処方針に基づき、自らその区
域に係る対策を的確かつ迅速に実施し、及び当該地方公共団体の区域において関係機関が実施する
対策を総合的に推進すること。	

地方公共団体の責務	

○　指定公共機関及び指定地方公共機関は、新型インフルエンザ等が発生したときは、その業務につ
いて、対策を実施すること。	

指定（地方）公共機関の責務 

○　事業者及び国民は、新型インフルエンザ等の予防に努めるとともに、対策に協力するよう努めなければならないこと。	
○　事業者は、新型インフルエンザ等のまん延により生ずる影響を考慮し、その事業の実施に関し、適切な措置を講ずるよう努
めなければならないこと。	
○　特定接種の対象となる登録事業者は、新型インフルエンザ等が発生したときにおいても、医療の提供並びに国民生活及び
国民経済の安定に寄与する業務を継続的に実施するよう努めなければならないこと。	

事業者及び国民の責務 

○　国民の自由と権利が尊重されるべきことに鑑み、対策を実施する場合において、国民の自由と権利に制限が加えられると
きであっても、その制限は当該対策を実施するため必要最小限のものでなければならない。	

基本的人権の尊重 

　国、地方公共団体並
びに指定公共機関及
び指定地方公共機関
は、対策を実施するに
当たっては、相互に連
携協力し、その的確か
つ迅速な実施に万全
を期さなければならな
い。	

責務等について　【法第３～５条】	

7	
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　２　「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」の内容 

政府対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態が発生した旨及び次に掲げる事項の公示をする。 
○新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき期間（２年を超えない期間。ただし、１年延長可能） 
　・実際に設定する期間については、発生時に、新型インフルエンザ等の病原性の程度や流行状況等を

総合的に勘案し、専門家の意見を聴いて決定。　	

○新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき区域 
　・実際に設定する区域については、発生時に、新型インフルエンザ等の流行状況や社会的混乱状況の

広がり等を総合的に勘案し、専門家の意見を聴いて決定。	

　・区域の最小単位は原則として都道府県の区域を想定。２～３回に分けて日本全国を指定する場合や、

離島など都道府県内の一部を指定することも考えられる。	

○新型インフルエンザ等緊急事態の概要 
　・新型インフルエンザ等の発生状況（患者が確認された地域、患者数等）、ウイルスの病原性、症状、感

染・まん延防止に必要な情報などを公示することを想定。	

新型インフルエンザ等緊急事態宣言について　②	

　３　「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」の解除 

　政府対策本部長は、新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施する必要がなくなったと認めるときは、

速やかに、新型インフルエンザ等緊急事態が終了した旨の公示をする。 
17	

　１　不要不急の外出の自粛等の要請 

　新型インフルエンザ等緊急事態において、感染拡大をできるだけ抑制し、社会混乱を回避するため、
以下のような措置を講じる。 

　２　学校、興行場等の使用等制限等の要請等 

○　都道府県知事は、緊急事態において、住民に対し、期間と区域を定めて（※）、生活の維持に必要
な場合を除きみだりに外出しないことを含め、感染防止に必要な協力を要請することができる。 

　（※）潜伏期間、治癒までの期間及び発生状況を考慮して定めることとなるが、具体的な運用については、政
府対策本部の基本的対処方針で統一的な方針を示す予定。期間については、発生初期などに１～２週間程
度を目安に実施することを想定。区域については、患者の発生状況や地域の社会経済的なつながり等を勘
案して都道府県知事が判断（都道府県内のブロック単位等）。	

○　都道府県知事は、緊急事態において、期間を定めて、学校、社会福祉施設、興行場等多数の者
が利用する施設（注1）の管理者又はそれらの施設を使用して催物を開催する者に対し、施設の使
用の制限等の措置（注2）を講ずるよう要請することができる。 

　（※）具体的な運用については、政府対策本部の基本的対処方針で統一的な方針を示す予定。 
　注1  「施設」の具体的内容は、今後政令で規定。人の接触状況（利用人数、施設の大きさ）等を考慮。	

　注2  「措置」の具体的内容は、今後政令で規定。施設の使用制限・停止のみならず、マスク着用、咳エチ
ケット等の基本的な感染予防策の実施の協力を含む。	

○　上記の場合において、正当な理由がないのに要請に応じないときは、要請を行った都道府県知事
は、新型インフルエンザ等のまん延防止等のために特に必要があると認める場合に限り、施設の使

用の制限等を指示することができる。（罰則なし） 

○　要請・指示を行ったときは、その旨を公表する。 

感染を防止するための協力要請等について　【法第４５条】	

18	
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○　医薬品等製造販売業者等については、指定（地方）公共機関となった場合、新型インフルエンザ等の
発生時に、その業務について対策を実施する責務を有する。また、都道府県知事は、総合調整・指示
権を行使できるほか、医薬品等の配送要請・指示を行うことができる。（法第３条第５項、第２４条第１項、第３３条第２項、第

５４条第２項、３項） 

○　指定（地方）公共機関でない医薬品等製造販売業者等、薬局等についても、特定接種に係る事前登
録を行う場合があることが想定され、その場合、登録事業者として業務を継続する責務を果たすことが

求められる。（法第４条第３項）	

医療関係者による協力を確保するための枠組みについて　①	

○医療従事者や医療施設に係る各種の措置を組み合わせることにより、地域の医療提供体制を構
築・維持。	 
○発生時に医療従事者等の必要な協力が得られるよう、都道府県行動計画の策定段階から関係者

の意見を十分に踏まえていただくよう配慮されたい。	 

　１　医療機関に係る措置（指定（地方）公共機関、登録事業者） 

○　本法では、指定（地方）公共機関として、医療業務を行う法人が指定されうることとしている。指定　
（地方）公共機関は、新型インフルエンザ等の発生時に、その業務について対策を実施する責務を有
する。また、都道府県対策本部長の総合調整・指示権の対象となる。（法第３条第５項、第２４条第１項、第３３条第２項）	

○　さらに、小規模な診療所など、指定（地方）公共機関として指定しないものについても、新型インフル
エンザ等の医療のためのものに限らず、特定接種に係る事前登録を行うことが想定され、その場合、

登録事業者として業務を継続する責務を果たすことが求められる。（法第４条第３項） 

○　なお、公立医療機関については、指定（地方）公共機関となるものではないが、地方公共団体の行動
計画において、その機能・活動を位置付け、新型インフルエンザ等の発生時においても医療の提供を
継続することが考えられる。	

　２　医薬品等製造販売業者等に係る措置 

20	

○　都道府県知事は、区域内において医療機関が不足し、医療の提供に支障が生ずると認める場合には、
都道府県行動計画で定めるところにより、臨時の医療施設を開設し、医療を提供しなければならない。
（法第４８条第１項） 

○　臨時の医療施設については、医療法、消防法、建築基準法、景観法による技術的基準の規定を適用

しない。（法第４８条第３～５項） 

○　施設開設に必要な場合には、土地、家屋又は物資の所有者等の同意を得て、土地等を使用すること
ができる。正当な理由がないとき又は所在不明のため同意を求めることができないときは、同意を得ず
に使用することができる。（法第４９条） 

○　既存の医療施設について、緊急事態における医療提供を行うために病床数等を変更する場合には、

医療法の許可を不要とし、変更内容の届出でよいこととする。（法第４８条第６項、第７項） 

　３　医療関係者への医療等の実施の要請等 

　４　臨時の医療施設における医療の提供等 

○　都道府県知事は、医師、看護師等の医療関係者に対し、場所、期間その他の必要な事項を示して、
新型インフルエンザ等の患者（疑い患者を含む）に対する医療や特定接種・予防接種を行うよう要請す
ることができる。（法第３１条第１項、第２項、第４６条第６項）	

○　正当な理由がないのに要請に応じないときは、特に必要があると認めるときに限り、医療関係者に対
し、医療又は予防接種を行うべきことを指示することができる。（法第３１条第３項） 

○　要請に応じ、又は指示に従って、患者に対する医療の提供を行う医療関係者が、そのため死亡したり、
疾病にかかったりしたときは、都道府県知事は、その損害を補償しなければならない。（予防接種の実

施の要請・指示を受けた医療関係者は補償の対象外）（法第６３条） 

医療関係者による協力を確保するための枠組みについて　②	

※　今後、政令等で、要請・指示の対象となる医療関係者の範囲、損害補償の内容・水準等を定める予定。	

21	

※　医療機関に対してではなく、医師等の個々の医療従事者に要請。運用方法等については追ってお示しする予定。	



13 

新型インフルエンザ等対策特別措置法における罰則　【法第７６～７８条】　	

条　文	 対　象　者	 罰　則	 

第７６条	 特定都道府県知事、指定（地方）行政機関の長の保管
命令（法第５５条第３項、第４項）に従わず、特定物

資を隠匿し、損壊し、廃棄し、又は搬出した者	 

六月以下の懲役
又は三十万円以

下の罰金	 

第７７条	 特定都道府県知事、指定（地方）行政機関の長による
土地、家屋、物資又は特定物資の立入検査（法第７２

条第１項、第２項）を拒み、妨げ、若しくは忌避し、
又は必要な報告をせず、若しくは虚偽の報告をした者	 

三十万円以下の
罰金	 

※法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法
人又は人の業務に関し、法第７６条又は第７７条の違反行為をしたときは、行
為者のほか、その法人又は人も罰する。（法第７８条）	 

30	

������流行規模の想定�

全人口の２５％が新型インフルエンザに罹患すると想定	

米国疾病管理センター（ＣＤＣ）の推計モデル（FluAid2.0,Meltzerら）	

医療機関を受診する患者数：　　1300万人~2500万人(中間値 1700万人） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（通常のインフルエンザ　1,800万人）　　　　　　　　　　　　　	

さらに過去のパンデミックのデータを基に死者数等推計	

　　　　病原性　　　　　　　　　入院患者数　　　死者数　　	
中等度（アジアインフルなみ）　　　　約53万人　　　約17万人	

重度（スペインインフルなみ）　　　 約200万人　　   約64万人 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（現在の年間総死亡数約１００万人）	

＊抗インフルエンザ薬やワクチンによる影響,現在の衛生状況、医療状況等については考慮されていない。	

↓
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新型インフルエンザ等（パンデミック）対策 

感染症の危機管理としてさらに重要なこと 
（感染症に対するあらかじめの備え）	

　　　｢新型インフルエンザ｣だからではなく	

　 「インフルエンザ｣対策が基本であり重要 
   →　いろいろな感染症発生に応用できる 

　　　熱くなりすぎず、冷めることなく 
　　継続して進めていくことが重要である	
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2 0 0 9 年 の パ ン デ ミ ッ ク を 振 り 返 っ て  

（ 企 業 に お け る 対 策 の 課 題 ）  
 

Ｅ Ｍ Ｇ マ ー ケ テ ィ ン グ  医 務 産 業 衛 生 部  鈴 ⽊ 英 孝  

 

1 . は じ め に  

2 0 09 年 に 流 ⾏ し た パ ン デ ミ ッ ク （ H1 N1 ） 20 09 の 経 験 を 通 し て 、           

企 業 に お け る 新 型 イ ン フ ル エ ン ザ 対 策 の 課 題 を 検 討 し た い と 思 い ま す 。

本 日 の 主 な 検 討 課 題 は 次 の 通 り で す 。  

•  適 切 な 情 報 へ の ア ク セ ス 方 法  

•  感 染 予 防 対 策 へ の 理 解  

•  曖 昧 な ガ イ ド ラ イ ン や ⼿ 順 の 排 除  

•  企 業 の 意 思 決 定 と 産 業 医 の 関 与  

 

2 . 企 業 内 体 制 の 構 築  

新 型 イ ン フ ル エ ン ザ 対 策 の 目 的 は 、流 ⾏ の 波 が 去 っ た 後 に 企 業 が 存 続 し 、

か つ 従 業 員 の 健 康 と 安 全 が 守 ら れ て い る こ と で す 。 新 型 イ ン フ ル エ ン ザ

対 策 が 他 の 危 機 管 理 対 策 と 決 定 的 に 違 う こ と は 、 ① 医 療 に 関 す る 対 応 が

要 求 さ れ る こ と 、 ② 被 害 が 局 所 的 で は な く 全 世 界 的 に ほ ぼ 同 時 に 発 生 す

る 、 ③ 迅 速 な 意 思 決 定 が 必 要 で あ る 、 こ の 3 つ だ と 考 え て い ま す 。 ま た

医 療 対 応 を 入 口 と し た ア プ ロ ー チ 方 法 で は な く 、 医 療 対 応 が 対 策 の 一 部

で あ る と 認 識 す る こ と が 重 要 で す 。  

 

3 . 事 業 維 持 計 画 の 策 定  

多 く の 企 業 で は 厚 生 労 働 省 の 「 事 業 者 ・ 職 場 に お け る 新 型 イ ン フ ル エ ン

ザ 対 策 ガ イ ド ラ イ ン 」 な ど に 準 じ て 、 事 業 維 持 計 画 を 策 定 し て い ま す 。   

た だ し 英 語 で 書 か れ た 情 報 に 比 べ る と 、 日 本 語 の そ れ は 少 な い の が 現 状

で す 。 そ の た め 新 型 イ ン フ ル エ ン ザ に 関 す る 海 外 の 情 報 は 、 企 業 の 対 策

を 考 え る 上 で 大 変 参 考 に な り ま す 。 パ ン デ ミ ッ ク （ H1 N1 ） 2 0 09 が 流 ⾏

し た 早 期 に は 、 米 国 CD C や WHO の 情 報 が 非 常 に 役 に ⽴ ち ま し た 。               

国 外 の 情 報 を 入 ⼿ す る 努 ⼒ を 惜 し ん で は い け ま せ ん 。世 界 の 人 口 は 約 7 0

億 人 で す 。 そ の 中 で 英 語 を 公 ⽤ 語 と す る 人 口 は 約 1 4 億 人 、 日 本 語 を   

話 す 人 は 1 . 3 億 人 で す 。 情 報 量 の 差 は 一 目 瞭 然 で す 。  
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4 . 感 染 予 防 対 策  

感 染 症 対 策 を 考 え る う え で 、 感 染 の 拡 大 を 規 定 す る 要 因 を 理 解 し 対 策 を

⽴ て る こ と は 有 ⽤ で す 。 感 染 ⼒ は 一 般 的 に R 0（ 基 本 再 生 産 数 ） に よ っ て

規 定 す る こ と が で き ま す 。 R 0 と は 、「 ひ と り の 感 染 者 が （ 免 疫 の 無 い 人

に 対 し て ） 平 均 何 人 に 感 染 さ せ る こ と が で き る か 」 の こ と を 指 し ま す 。

季 節 性 イ ン フ ル エ ン ザ は R 0 が 2 〜 3 程 度 、 ⿇ 疹 の 場 合 は R 0 が 1 2 〜 1 8

程 度 と 考 え ら れ て い ま す 。  

 R 0  ＝  β  ×  κ   ×     D  
基 本 再 生 産 指 数  感 染 確 率  

接 触 １ 回  

あ た り の 確 率  

接 触 頻 度  

感 染 者 が 接 触 す る  

人 数 の 平 均  

感 染 期 間  

感 染 症 毎 の  

一 定 値  

β （ ベ ー タ ）、 κ （ カ ッ パ ） そ し て D の 要 因 を 低 下 さ せ る こ と で 、 R 0 を    

低 下 さ せ る こ と が 感 染 予 防 対 策 で す 。 企 業 で 実 施 す る 対 策 が 、 そ れ ぞ れ

何 に （ β 、 κ 、 D ） 相 当 す る の か 理 解 す る こ と で 、 感 染 症 対 策 の 本 質 が    

⾒ え や す く な り ま す 。 こ こ か ら は 企 業 で ⾏ わ れ る 感 染 予 防 対 策 の 要 点 を

列 記 し ま す 。  

（ 1 ） 健 康 状 態 の モ ニ タ リ ン グ  

新 型 イ ン フ ル エ ン ザ が 流 ⾏ し た 場 合 に は 、「 症 状 の あ る 人 を 出 社 さ せ な

い 」こ と が 対 策 の 基 本 に な り ま す 。通 常 の 季 節 性 イ ン フ ル エ ン ザ 同 様 に 、

新 型 イ ン フ ル エ ン ザ も 発 熱 を 初 期 症 状 と す る と 考 え ら れ て い ま す の で 、

発 熱 を 基 本 と し た 個 人 の 健 康 状 態 の モ ニ タ リ ン グ を ⾏ う こ と は ⾃ 然 な こ

と で す 。 た だ し 発 熱 を 基 本 と し た ス ク リ ー ニ ン グ 方 法 も 、 決 し て 完 璧 で

は あ り ま せ ん 。 感 染 者 は 発 熱 症 状 が 出 る 前 か ら 、 感 染 ⼒ を 持 つ と 考 え ら

れ て い ま す 。 こ れ が 新 型 イ ン フ ル エ ン ザ 対 策 を 難 し く さ せ る 原 因 の ひ と

つ と 考 え て よ い で し ょ う 。  

（ 2 ） 個 人 の 衛 生 管 理  

新 型 イ ン フ ル エ ン ザ の 感 染 経 路 は 、 ｢ 接 触 感 染 ｣ お よ び ｢ ⾶ 沫 感 染 ｣ で あ る

と ⾔ わ れ て い ま す 。咳 や く し ゃ み に よ る ⾶ 沫 感 染 を 防 ぐ た め に 、「 咳 エ チ

ケ ッ ト 」 を 徹 底 す る こ と は 重 要 で す 。 さ ら に ウ イ ル ス が 付 着 し た 、         

ド ア ノ ブ 、 ⼿ す り 、 操 作 ス イ ッ チ か ら の 接 触 感 染 を 防 ぐ た め に も 、 頻 繁

な ⼿ 洗 を ⾏ っ て く だ さ い 。 水 道 が 使 え る 場 合 に は 石 鹸 で の ⼿ 洗 い で 十 分

で す 。ま た マ ス ク（ 不 織 布 製 ）の 使 ⽤ の 目 的 は 周 囲 へ の 感 染 予 防 で あ り 、

健 康 な 者 の （ ⾃ 衛 目 的 で の ） 感 染 予 防 が 目 的 で は あ り ま せ ん 。 こ の 点 に

お い て 従 業 員 の 理 解 を 得 る こ と は 極 め て 大 切 に な り ま す 。  
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（ 3 ） ソ ー シ ャ ル ・ デ ィ ス タ ン シ ン グ （ 他 人 と の 接 触 機 会 の 最 小 化 ）  

感 染 症 は ヒ ト か ら ヒ ト に 感 染 し ま す 。そ の た め ヒ ト に 近 づ か な い こ と で 、

感 染 機 会 を 低 下 さ せ る こ と が 理 論 的 に は 可 能 で す 。 職 場 に お い て は 、   

① 休 憩 室 や 食 堂 の 閉 鎖 、 ② 対 面 会 議 の 禁 止 、 ③ 対 面 業 務 は 避 け 電 話 や   

メ ー ル で 対 応 す る 、 ④ 公 共 交 通 機 関 で な く 、 ⾃ 家 ⽤ ⾞ 、 ⾃ 転 ⾞ 、 徒 歩 で

通 勤 す る 、 ⑤ 他 人 と の 距 離 は 2 ｍ 以 上 を 保 つ 等 の 工 夫 が 必 要 で す が 、   

都 会 で の 通 勤 の 場 合 は 、 ④ は 現 実 的 で は な い 部 分 も あ り ま す 。  

（ 4 ） 職 場 の 消 毒  

接 触 感 染 を 防 ぐ た め に 、 ウ イ ル ス が 付 着 し て い る と 思 わ れ る 場 所 の 消 毒

は 有 効 で す 。 消 毒 に は ア ル コ ー ル を 含 ん だ 消 毒 液 が 推 奨 さ れ ま す 。 多 数

の 人 が 触 れ る 物 （ ド ア ノ ブ 、 ⼿ す り 、 操 作 ス イ ッ チ 等 ） を こ ま め に 消 毒

す る こ と は 、 感 染 予 防 と し て 効 果 が 期 待 で き ま す 。 体 外 で の ウ イ ル ス の

生 存 期 間 に 関 す る 情 報 も 合 わ せ て 準 備 し て お く と 良 い で し ょ う 。  

（ 5 ） 職 場 に 入 る 時 の ス ク リ ー ニ ン グ （ 訪 問 者 ）  

外 部 か ら の 訪 問 者 に つ い て は 、 会 社 構 内 に 入 る 前 に 質 問 票 を 記 入 し て も

ら う 方 法 も あ り ま す 。 イ ン フ ル エ ン ザ 様 の 症 状 が ひ と つ で も あ れ ば 、   

直 ち に 入 館 を 断 っ て く だ さ い 。 質 問 票 に 問 題 が な か っ た 場 合 に も 、 入 り

口 で 必 ず 体 温 測 定 を ⾏ い 、 発 熱 が な い こ と を 確 認 し て か ら 入 館 を 許 可 し

て く だ さ い 。 適 切 な 体 温 測 定 の 方 法 を 十 分 に 社 内 で 検 討 す る こ と が 必 要

で す 。 ⾚ 外 線 サ ー モ メ ー タ ー が 利 ⽤ さ れ る こ と も あ り ま す が 、 利 点 と ⽋

点 に つ い て 十 分 に 検 討 し て か ら 導 入 を 決 め て 下 さ い 。  

（ 6 ） 感 染 者 ・ 接 触 者 へ の 対 応  

勤 務 中 に 症 状 を 認 め た 場 合 に は 、 他 人 へ の 感 染 を 防 ぐ た め に マ ス ク を  

着 ⽤ し て か ら 職 場 を 離 れ る よ う 指 示 し て く だ さ い 。 症 状 が 重 く ⾃ ⼒ で の

医 療 機 関 受 診 が で き な い 場 合 も 考 え ら れ る の で 、 搬 送 ⼿ 順 や 介 助 者 ⽤ の

保 護 具 の 準 備 が 必 要 に な り ま す 。 感 染 者 が 回 復 し て 職 場 に 戻 る 場 合 の  

基 準 の 作 成 も 必 要 に な り ま す 。 社 内 ガ イ ド ラ イ ン 等 で は 「 発 熱 や 解 熱 」

な ど の ⾔ 葉 は 当 た り 前 に 使 ⽤ す る も の の 、 そ の 定 義 （ 発 熱 と は 何 ℃ を 指

す の か ？ 解 熱 と は 何 ℃ を 下 回 っ た 場 合 な の か ？ ） を 明 確 に し な け れ ば 、

基 準 や ル ー ル は 「 絵 に 描 い た 餅 」 に な っ て し ま い ま す 。 社 内 の 基 準 ・    

⼿ 順 を 作 成 す る 場 合 に は 、具 体 性 を 持 た せ る こ と で「 曖 昧 さ を 排 除 す る 」

こ と が 重 要 に な り ま す 。  
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5 . 人 事 労 務 上 の 対 策  

新 型 イ ン フ ル エ ン ザ の 流 ⾏ 中 に も 、 会 社 に 出 勤 し て 勤 務 を 続 け る 必 要 が

あ る 社 員 、 そ の 一 方 で ⾃ 宅 待 機 を 命 じ ら れ る 社 員 も い ま す 。 ま た 濃 厚   

接 触 者 と し て 、 ⾃ 宅 待 機 を ⾏ 政 か ら 指 示 さ れ る 場 合 も あ り ま す 。 さ ら に

家 族 の 看 病 の た め 、 出 勤 で き な い 社 員 も 発 生 し ま す 。 こ の よ う に 事 前 に

決 め て お く 人 事 労 務 上 の 課 題 が 山 積 み で す 。 感 染 が 拡 大 し た 場 合 に は 、

様 ⼦ を ⾒ な が ら 人 事 労 務 上 の 決 定 を す る こ と は 不 可 能 な の で 、 人 事 労 務

上 の 課 題 を 事 前 に 整 理 し て お く こ と が 必 要 で す 。  

 

6 . 産 業 医 と の 連 携  

産 業 医 は 社 内 に お け る 医 学 の 専 門 家 で す 。 企 業 に お け る 新 型 イ ン フ ル エ

ン ザ 対 策 に 産 業 医 を 参 画 さ せ る こ と は 、ご く ⾃ 然 な こ と に も か か わ ら ず 、

産 業 医 の 関 与 が 少 な か っ た と い う 調 査 報 告 も あ り ま す 。 こ れ に は 2 つ の

原 因 が 考 え ら れ ま す 。 ひ と つ は 企 業 が 産 業 医 を 上 ⼿ に 利 ⽤ で き て い な い

企 業 側 の 問 題 で す 。 も う ひ と つ は 産 業 医 が 企 業 の 期 待 に 十 分 応 え て い な

い 産 業 医 側 の 問 題 で す 。 い ず れ に し て も 産 業 医 が 新 型 イ ン フ ル エ ン ザ  

対 策 に 関 与 で き て い な い わ け で す 。 緊 急 時 対 応 に お け る 産 業 医 の 役 割 に

つ い て は 、 予 め 企 業 内 で 決 め て お く 必 要 が あ る で し ょ う 。  

 

7 . お わ り に  

経 営 者 は リ ス ク を 取 り な が ら 事 業 運 営 を ⾏ っ て い ま す 。 こ れ は 新 型 イ ン

フ ル エ ン ザ 対 策 に つ い て も 、 な ん ら 変 わ り が な い こ と で し ょ う 。 新 型   

イ ン フ ル エ ン ザ 対 策 に 関 し て 「 や る べ き こ と を 決 め る 」 こ と は 比 較 的 簡

単 で す が 、「 や ら な い こ と を 決 め る 」 こ と も 必 要 で す 。 全 く 漏 れ の 無 い   

完 璧 な 新 型 イ ン フ ル エ ン ザ 対 策 な ど 存 在 し ま せ ん 。 企 業 が ⾏ う 対 策 の  

限 界 （ 範 囲 ＝ S c op e ） を 予 め 認 識 （ 把 握 ） し て お く こ と で 、 限 ら れ た     

リ ソ ー ス （ 人 材 ・ 備 品 ・ お ⾦ 等 ） を 有 効 に 活 ⽤ で き ま す 。 こ の 視 点 も    

大 切 な の で 、 最 後 に 付 け 加 え て お き ま す 。  

 

 



	 	 在留邦人への新型インフルエンザ対策～在インドネシア日本大使館の取り組み 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 ２０１３年２月１６日 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 柿添病院附属中野診療所 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 所長	 高橋厚 
１．お断り 
（１）本日のお話する内容は高橋個人の見解であり、外務省の公式見解ではありません。 
（２）国家公務員法により詳細をお話出来ない内容が含まれていることをご了承願います。 
（３）本講演内容をインターネットに投稿することはお断り致します。 
 
２．演者略歴 
１９８４年に東京慈恵会医科大学卒業後、１９８９年まで慈恵医大柏病院内科に勤務。 
１９８９年９月から２０１２年１１月まで外務省医務官として、バングラデシュ、旧ユー

ゴスラヴィア、クウェイト、ペルー、タイ、イラン、インドネシア、イタリアの各日本大

使館に勤務。 
 
３．インドネシア在勤当時（２００６年５月～２００９年１０月）の鳥インフルエンザの

状況 
（１）Ｈ５Ｎ１鳥インフルエンザの発生状況 
（２）インドネシア政府の検査体制と能力 
（３）インドネシア国内での抗インフルエンザ薬の入手状況 
（４）スパリ保健大臣のウィルス検体提出拒否宣言の背景と波紋 
（５）インドネシア在留邦人の状況 
（６）ジャカルタ・ジャパンクラブの活動 
（７）インドネシア国内の日系クリニックの活動状況 
 
４．在インドネシア日本大使館の取り組み 
（１）対策チームの立ち上げ 
（２）在留邦人への啓蒙活動 
（３）日本企業への新型インフルエンザ対策の進捗状況聞き取り調査 
（４）在留邦人への情報提供 
（５）外務省としての海外邦人用抗インフルエンザ薬の備蓄 
（６）退避オペレーションのシュミレーション 
（７）新型インフルエンザ発生時の邦人への抗インフルエンザ薬配布方法の検討 
（８）ジャカルタ、バリの日系医療機関の邦人スタッフとの勉強会の開催 
 
５．Ｈ１Ｎ１新型インフルエンザ発生時の日本大使館の対応 
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